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基準１ 教育理念・目的・育成人材像 

 

  評価 評価項目 

1-1 理念･目的･育成人材像 4 理念・目的・育成人材像は、定められているか 

  学校における職業教育の特色は何か 

  理念等の達成に向け特色ある教育活動に取組んでいるか 

  理念・目的・育成人材像・特色・将来構想などが生徒・保護

者等に周知されているか 

 社会経済のニーズ等を踏まえた学校の将来構想を抱いてい

るか 

 各学科の教育目標、育成人材像は、学科等に対応する業界ニ

ーズに向けて方向づけられているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

 

■現状 

建学の精神「智（知性）と愛（感性）」を礎に、音楽教育を通じた豊かで調和のある人格の形成と社

会人教育を現在に至るまで継承している。 

学則（総則第一章）には「本学は、教育基本法及び学校教育法の定めるところにより、音楽・音響・

放送・映像・音楽ビジネス・情報全般に関する知識を授け、技術の練達を図り、人格の涵養のもと、社

会で活躍できるすぐれた人材を養成することを目的とする。」と文章化されている。 

これらは尚美学園全体の理念として、ウェブサイトに掲載されているほか、「STUDENT HANDBOOK」な

どに記載し学生や教職員に配布されている。 

上記の教育理念に基づき、部門・学科を設置し、育成人材像に則したカリキュラムを立案、その実現

のために教育運営がなされている。 

時代や業界の求める人材育成を目指しており、実学教育のため講師のほとんどは現役または実務経験

のある業界関係者であり、講師採用にあたっては、業績書により、関連業界におけるポジションや業績

の確認を行っている。 

各授業のシラバスは学校の教育理念に沿い各学科が構築した教育方針に従って、担当を依頼された講

師が立案し、専任講師が確認を行っている。一部の授業は担当講師が執筆したテキストも使用してい

る。 

本学の教育活動の特色として、「パーソナル教育」「実践教育」「コラボレーション教育」の３つの

教育ポリシーを掲げている。 
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■課題 

時代の流れを機敏に察知し、常に業界と時代のニーズに応じた理想の人材教育を目指し、優れた人材

の輩出に引き続き注力する。また、コロナ禍に伴う社会変化に対応し、リモートや配信など新しい形態

の音楽・エンタテインメント表現への対応や模索を通じて、発想力・想像力を育成する。 

 

■改善方策 

良い人材の輩出のためには、先んじて社会の流れを読みフットワークよく教育に反映できる専門学校

にアドバンテージがある。その長所を積極的に利用し、業界との連携やアドバイスを現実の糧とし、

日々ブラッシュアップする教育システムとカリキュラムの運営を行う事が今後も本学の目指すところで

ある。 

また、エンタテインメント分野の専門学校の代表校としてモデルケースになるべく、ぶれる事のない

人材育成をすすめていく。 

また、学生ご家族に本学の教育内容などの周知を兼ねた積極的な情報提供を行い、あわせて本学を取り

巻く分野についての理解を促し、学校とご家族との協働での学生育成を目指す。 

 

■特記事項 

 特になし  
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基準２ 学校運営 

  

評価 評価項目 

2-2 運営方針 4 目的に沿った運営方針が策定されているか 

2-3 事業計画 4 理念等を達成するための事業計画を定めているか 

2-4 運営組織 4 運営組織や意志決定機能は、規則等において明確化されている

か、有効に機能しているか 

2-5 人事・給与制度 4 人事・給与に関する制度を整備されているか 

2-6 意思決定システム 4 教務・財務等の組織整備など意思決定システムは整備されている

か 

2-7 情報システム 3 情報システム化による業務の効率化が図られているか 

2-8 教育情報の公開 4 教育活動に関する情報公開が適切になされているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

 

■現状 

教育方針・事業計画については、文章化された年度事業計画が理事会で承認され、これに基づいた教育

運営方針を作成している。毎年度当初に開催される運営確認会議で全教職員に向けて発表され、これに沿

った学校運営を図っている。 

設置法人は寄附行為に基づき適切に運営している。学校運営は学則および諸規定に則して運営してい

る。運営組織・事務分掌は規程により明確になっており、適切に組織運営している。組織における役職の

権限、稟議書による決裁手続き、会議体による意思決定システムも同様に運営されている。人事給与制度

は規程を明確にしており、適正な人事考課が行われている。学生に関する情報管理として教務課システム、

総務・経理系の法人システム、募集管理システムを運用している。情報担当部署がシステムのメンテナン

スおよびセキュリティー対策を講じている。 

教育情報の公開は募集にかかわる情報として学校案内冊子やウェブサイト上で行っている。 

 

■課題 

①人材育成の面で中・長期的な視野に立った人事配置、人材育成について考える時期にある 

②学内情報システムは業務の効率化や学生指導に寄与しているが、まだ改善の余地がある。 

③今後の教育改革への対応を含め時代に沿った情報インフラ整備、システムの移行が必要である。 

 

■改善方策 

①人材育成制度の「教育研究員制度」を若手教員の人材育成と登用のための入口として、今後も運用をし

ていく。また新な人材育成制度の検討も行う。 
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②学生の進路指導に関わるシステム作りをエンタテインメントプロデュース部門から全学的に広め、就

業に関する指導をさらに推進する。 

③経営企画プロジェクトに沿った計画的な人事を推進し、次世代の教職員の育成をさらに進める。 

 

■特記事項 

 特になし  
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基準３ 教育活動 

  

評価 評価項目 

3-8 目標の設定 4 教育理念等に沿った教育課程の編成・実施方針等が策定さ

れているか 

教育理念、育成人材像や業界のニーズを踏まえた教育機関

としての修業年限に対応した教育到達レベルや学修時間

の確保は明確にされているか 

3-9 教育方法・評価等 4 学科等のカリキュラムは体系的に編成されているか 

関連分野の企業・関係施設等、業界団体等との連携により、

カリキュラムの作成・見直し等が行われているか 

キャリア教育・実践的な職業教育の視点に立ったカリキュ

ラムや教育方法の工夫・開発などが実施されているか 

授業評価の実施・評価体制はあるか 

3-10 成績評価・単位認定等 4 成績評価・単位認定の基準は明確になっているか 

作品及び技術等の発表における成果を把握しているか 

3-11 資格・免許取得の指導体

制 

3 資格取得の指導体制、カリキュラムの中での体系的な位置

づけはあるか 

3-12 教員・教員組織 3 人材育成目標に向け授業を行うことができる要件を備え

た教員を確保しているか 

 関連分野における業界等との連携において優れた教員（本

務・兼務含め）の提供先を確保するなどマネジメントが行

われているか  
教員の能力開発のための研修等が行われているか  
教員の組織体制を整備しているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

【目標の設定】 

旧来より本学では建学の精神に則り、全学共通の教育ポリシーとして、「パーソナル教育」「実践教育」

「コラボレーション教育」を掲げ、音楽系 1部門 6学科、演技系 1部門 3学科、スタッフ系 1部門 2学科

のいずれにも共通する人材像（教育目標）として、「理論」「セルフプロモーション」「著作権」「企画・制

作体験」「読譜」「コミュニケーション能力」をキーワードとする教育推進目標を設定し、教育活動を行っ

ている。 

文科省による大学改革の方針に伴う高等教育機関のＡＰ（アドミッション・ポリシー）、ＣＰ（カリキ

ュラム・ポリシー）、ＤＰ（ディプロマ・ポリシー）の明確化の流れに鑑み、今年度は改めて本学の３つ

のポリシーを確認し、特に学生募集に際してはＡＰ（「専門科目を理解するために必要な基礎学力を有し

ていること」、「主体的に学ぶために必要となる論理的な思考力を有していること」、「多様な人々と協働し

問題意識を共有する能力を有していること」）を明記し、本学の教育が目指す人材育成にあたってどのよ
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うな人物を求めているかについて、より明確にした。 

また、主な学科は 2年制で、在学中の現場体験、実践教育による卒業後の即戦力となる人材育成を目標

とするが、4年制の音楽総合アカデミー学科については、高い演奏力とプロデュース力、音楽指導力とい

うように、修業年限の長さに相応しい複合的な能力の獲得を目指している。 

 

【教育方法・評価等】 

 音楽・エンタテインメントに関わる分野・業界に、有為な人材を供給できる学校として、明確な指針と

体制の下に教育課程の編成を行っている。分野別に演奏系に 1部門 6学科、演技系に 1部門 3学科、スタ

ッフ系に 1 部門 2 学科を設置し教育を行っている。なお、演奏系 6 学科のうち音楽総合アカデミー学科

は、高度専門士の称号が付与される 4年制の学科である。 

 各学科は音楽・エンタテインメント業界での仕事を前提とした必要条件を満たすべく教育システム・カ

リキュラムを構築している。各学科のカリキュラムは公開され、学生や家族・保証人は入学前にも科目群、

科目名、授業時数、実施形態、担当者、科目内容などを確認することができる。 

 各科目の内容と授業計画および評価方法については、その分野で実績を持つ担当講師自身が、学科方針

に基づきシラバスを立案しており、社会や業界のニーズを反映させるべく毎年の見直しを行っている。 

 また、授業外にも数多くの実践、現場体験を得ることができる。各学科は年間を通じ複数回の演奏会、

ライブ、舞台公演、作品制作を実施し、学生たちは演奏、出演、制作、運営の各面での実体験を積み、こ

れらは教員の指導の下に行われるので、成果や学生個々の力量を把握・評価することができる。またこれ

らのイベントは多くが一般公開され、家族・保証人や業界に対する認知を深め、併せて地域文化への貢献

などの役割も果たしている。 

 毎年 1回、春学期（前期）終了後に全科目について、学生の授業評価アンケートを実施し、タイムリー

に授業運営にフィードバックしている。学生アンケートは講師アンケートとの突き合わせを行い、期末の

学科会議や学科長による講師面談などにより、指導内容に対する点検がシステム化されている。 

 

【成績評価・単位認定等】 

 成績評価の基準については学則（学務規程）に明文化し、期末ごとの成績会議にて、全学生、全科目の

履修・成績を確認し単位認定を行っている。また学生には年 2回、入学後の各期末成績が累積記載された

成績表を配付し、自身の学修成果、取得単位を確認することができる。 

 

【資格・免許取得の指導体制】 

 音楽・エンタテインメント業界は、仕事をする上で必須となる資格・免許がないといってよく、その所

持は若干の強みになる程度であり、他分野の専門学校ほど資格取得の指導は厳格ではない。しかし一部の

学科においては分野に特化した検定（音響・映像・照明、舞台機構、知財、著作権、マーチング指導者な

ど）取得を目標とした授業を実施し、学内試験での取得を推進しており、キャリアセンターでもバックア

ップ体制をとるなど、全国の専門学校の中でも高い合格率を誇るものもある。 
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【教員・教員組織】 

 教員組織は 3部門 11 学科で構成される。学校運営、教員マネジメントを業務とする専任講師に対して、

授業を担当する講師のほとんどは非常勤講師である。これらの講師の大部分は実際に分野・業界の現場に

おいて現役で活動しており、関連業界が卒業生に求めるレベルの教育に十分適合している。 

 運営においては学科長以下複数名の専任講師が、実際に教育現場を預かる非常勤講師を監督し、教育内

容を確認している。また学科群をまとめる部門部長を置き、学科を越えた教育運営（コラボレーションや

共同催事など）や人事など、有効な人材の活用を図り、教育効果を高めている。 

 教員採用については在職者からの推薦、公募などの形を採り、人物、専門分野における業績などを厳密

に審査する任用委員会を設置し、教員としての適性を判断している。教員一人あたりの授業時数、担当学

生数は適正であり、労働時間、日数についても適法である。 

 各教員の専門性については十分把握しているが、絶えず変化する現場の実務を学ぶ科目については、体

系化された教育法や一般的に認知された教材が存在しないことも多く、教授力の評価については、学生の

出席状況やアンケートなどの間接的な判断に拠らざるを得ない。教員の資質向上への取り組みについて

は十分とは言えないが、約 3 週間に 1 回のペースにて全講師への共通の通知により、教育上の注意事項、

指導のポイント、共有すべき情報などを提供している。 

 

■課題 

3 年目となるコロナ禍渦中での教育活動となり、多くの演奏・表現の場が中止や縮小となり、本学の教

育の最大の特長でもある「実践教育」「コラボレーション教育」の根底を揺さぶる状況となった。2年制学

科では入学から卒業までの 2 年間を全期間コロナ禍の下で過ごし、本来経験すべき現場のほとんどを未

経験のままという学年が生じ、長きにわたる本学の教育成果の谷間となった。卒業生を受け入れる側の業

界についても、その多くがコロナの直撃を受けて旧来の事業内容や形態では経営維持できない事態とな

ったが、一方で配信などを始めとする新しい表現手段、文化、業態も多く誕生し発展の兆しを見せている。

旧来の知識、経験を教えるのみならず、コロナ終息後の分野・業界を見通し、柔軟に変化・対応できる学

生の資質を育成する学校として、教育内容の見直しとシフトが必要である。 

 

■改善方策 

コロナ対応のためやむなく移行した遠隔授業形態の有効利用・積極利用、通信環境の整備による双方向

教育、学生間コミュニケーションを伴う授業、文科省ギガスクール構想世代およびその直前世代への対応

などは今後直面する課題と言える。 

 

■特記事項 

 特になし  
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基準４ 学修成果 

 

  評価 評価項目 

4-13 就職率 4 就職率の向上が図られているか 

4-14 資格・免許の取得率 3 資格・免許取得率の向上が図られているか 

4-15 卒業生の社会的評価 3 卒業生の社会的評価を把握しているか 

 卒業後のキャリア形成への効果を把握し学校の教育活動の改善

に活用されているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

就職を出口とする学科においては、入学時から継続した就職指導がなされており、実績が上がっている。

学生の進路希望や就職活動状況の情報は随時データ化して担任とキャリアセンターが共有している。早

い時期より全学科 1 年生の進路希望を調査・データ化し社会人育成の意識づけとしての進路指導を推進

している。内定状況（専門関連分野と一般企業別）や就職率はこれらのデータを集計し毎月の役職会で報

告している。 

これまで基本的に就職を目指すスタッフ系 2 学科からなるエンタテインメントプロデュース部門の学

生を中心に行っていた合同企業説明会に加え、音楽部門・パフォーマンス部門 9学科の学生も対象にした

企業説明会や、識者を招いてのセミナー、就職講座を実施し、就職・就業への意識づけを行っている。音

楽部門では就業支援としてカリキュラムに設定している。エンタテインメントプロデュース部門におい

ては、就職に関連した資格取得を目標とした科目をカリキュラムに設定している。著作権検定に加え、国

家資格である舞台機構調整技能検定や知的財産管理技能検定は毎年高い合格率である。また、国土交通省

航空局の「無人航空機の操縦技能講習を行う民間講習団体」として HP に掲載され、尚美独自の無人航空

機（ドローン）の資格や、ＳＮＳ・ライブ配信に関する独自の資格を制定している。卒業後の実態調査は

特に行ってながいが、コンクール、コンテスト受賞など活躍する主な卒業生に関しては「入学案内（活躍

する卒業生）」の取材等で把握している。 

 

■課題 

①学生の活動状況をデータ化し一元管理するために、入力等で担任の事務的負担が大きい 

②卒業生の活動状況把握は、卒業生本人からの近況報告や企業訪問、個人の人脈に頼るなど受け身の情報

収集となっている。また学生が卒業後のキャリアライフや社会生活を具体的にイメージするのに有効

な卒業生との交流および意見交換の場の提供が望まれる。 

③卒業生の社会評価を把握し、学校の教育活動の改善に活用するには、組織的かつ継続的におこなわれる

ような仕組みづくりが必要である。 
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■改善方策 

①2018 年度から全学生に G suite のアカウントを付与し、メールやフォームなどの活用により学生、担

任、キャリアセンターでの就職、デビューの情報は共有が容易になった。 

 

■特記事項 

 特になし 
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基準５ 学生支援 

 

  評価 評価項目 

5-16 就職等進路 4 就職等進路に関する支援組織体制は整備されているか 

5-17 中途退学への対応 4 退学率の低減が図られているか 

5-18 学生相談 4 学生相談に関する体制は整備されているか 

留学生に対する相談体制を整備しているか 

5-19 学生生活 3 学生の経済的側面に対する支援体制を整備されているか 

学生の健康管理を担う組織体制はあるか 

学生寮の設置などの生活環境支援体制を整備しているか 

5-20 家族･保証人との連

携 

3 
家族･保証人と適切に構築しているか 

5-21 卒業生・社会人 3 卒業生の支援体制はあるか 

社会人のニーズを踏まえた教育環境が整備されているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

【就職等進路】 

本学は演奏・演技系の 9学科、スタッフ系の 2学科からなるが、スタッフ系学科学生のほとんどは音楽

ビジネスやイベント制作に関わる会社などへの就職を希望して入学する。2年間のカリキュラム・時間割

には 1 年次から就職講座や就業支援のための科目が組み込まれ、学科担任も就職指導に深く関わってい

る。またデビュー・就職の支援を行うキャリアセンターを設置し、在学中のアルバイトを含む就職情報の

提供、求人獲得、就職活動をサポートする様々な講座や説明会を数多く実施している。 

 演奏・演技系の学科学生は、卒業後はアーティストとしての「専門活動」を志望する者が多く、教員組

織である学務・学生支援部は在学中のオーディション実施、優秀学生の外部紹介、楽曲配信、コンテンツ

制作などを行い個々の活動をサポートしている。また、キャリアセンターは専門活動を希望する学生向け

に学外のコンクール、オーディションを紹介する他、一般就職を希望する学生に対しては、スタッフ系学

科と同様のサポートを行っている。 

 

【中途退学への対応／学生相談】 

担任制による定期的な学生面談、日常の学習・出欠状況の把握、授業担当講師との連携などにより、個々

の学生の把握と指導についてはきめ細かく対応している他、家族・保証人とも連携し、学修の継続に向け

ての協力体制を採っている。また学生部は入学後の学習開始期に授業の理解を補助する必要のある学生

のフォローアップができるよう、補習実施に充当できる予算を持っている。 

学生の学修、生活など様々な相談が可能な、守秘義務のある学校カウンセラーを設置している他、国際
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交流センターを設置し、各国からの留学生の生活指導や相談、日本語能力の向上などの対応も行っている。 

また学校の特性から女子学生が多く在籍しているため、学科専任や非常勤担任として女性教員を適数

配し、学生が相談しやすい組織・環境を意図している。 

 

【学生生活】 

学生あるいは学費負担者への経済的支援として、授業料の分納制度がある他、入学時の学費減免や進級

時の優秀学生への学費減免などの学校独自の給付型奨学金制度を設けている。また同窓会による経済的

困窮者への給付型奨学金制度もあり、日本学生支援機構の奨学金などの公的支援制度に関する案内や事

務処理などと併せて細かく対応を行っている。なお、本学は「高等教育の修学支援新制度」の機関要件を

満たす学校として確認されている。 

 在学中は毎年健康診断を実施している。これまで体調不良の学生を休ませるための休憩室を、2023 年

度より救護室として改装し、学校医による健康医療相談が受けられるよう準備している。 

 新型コロナウイルス感染症やインフルエンザなどへの対応として、学務・学生支援部、学生部が連携し

てリアルタイムに情報を管理・共有し、必要に応じて注意喚起や学級・学科閉鎖などの判断を行い、感染

拡大の防止に努めている。 

 遠隔地から入学する学生には提携学生寮を提供しており、就学の利便、学生の生活状況に関する情報共

有を行っている。 

 

 

【家族・保証人との連携】 

学生募集のためのオープンキャンパス等、進路・進学先検討の段階から可能な範囲で家族・保証人を受

け入れ、本学の教育方針の理解、教育環境の確認・理解が深まるよう配慮している。コロナ禍以後中止し

ているが入学式後には学科・担任が家族・保証人への学校生活の説明を行う分科会を設け、学校、学生と

共に三者による学修支援に対しての理解・協力を求めている。 

また学生のコロナ罹患、独居学生の事故や病気、心配な欠席状況などについては家族・保証人にも情報

提供し、早期の対応により中途退学などに至る可能性を防止し、就学の継続を図っている。 

 

【卒業生・社会人】 

 卒業生を会員とする同窓会は学校とは独立した組織で活動を行っているが、在職教員が幹事として参

画しており、事務局を学内に設置するなど、学校との連携は十分に保たれている。卒業生対象の講座など

も定期的に行い、卒業生への就職や転職相談など、キャリアセンターや各学科も対応している。 

 旧来就職とは別進路としていた音楽系学生の専門活動についても、卒業後すぐに活動の場や収入が得

られる現状ではないため、当面の生活を支えるための就業支援、専門活動と両立できる職場の紹介など、

今後継続して対応すべき課題がある。 

 なお、一般社会人を対象とした講座、教育サービス等については、現状では余力がなく実施していない。 
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■課題・改善方策 

学生生活については旧来より様々な面からサポート、気配りをしているが、コロナ禍の下では、遠隔（リ

モート）授業に際しての環境の不便さ、罹患や濃厚接触に伴う療養や自宅待機中の不安など、これまでに

はなかった物理的、精神的負担があったと思われ、十分なケアができたとは言えない。 

 

■特記事項 

 特になし 
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基準６ 教育環境 

 

  評価 評価項目 

6-22 施設・設備等 3 施設・設備は、教育上の必要性に十分対応できるよう整備され

ているか 

6-23 学外実習、インターンシ

ップ等 

4 学外実習、インターンシップ、海外研修等の実施体制を整備し

ているか 

6-24 防災・安全管理 4 防災に対する体制は整備されているか 

学内における安全管理体制を整備し、適切に運用しているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

 施設・設備は関係法令等に基づき整備している。楽器・映像機器・音響機器・コンピュータや、スタジ

オからホールまで教育に必要な施設・設備・機材を完備。各施設に関しては授業時間以外の空き時間に学

生向けに開放している。 

 教育の ICT 化も今後はより一層進行するとみられ、授業での使用、また学校生活全般に必要不可欠にな

りつつある通信環境（Wi-Fi）の更なる整備を進めていくこととしている。一部の施設から先行実施して

いるが、管理、運営上の諸問題を確認、解決しながら、対象となる施設を拡大する予定である。 

 学外実習・インターンシップ（企業研修）は受け入れ側の事情から、また、各学科の特性により多様な

形態、条件があるが、学科教員のきめ細かいフォローにより成果を得ている。 

新型コロナウイルス対応として校舎に抗ウイルス・抗菌加工を昨年に引き続き実施している。各所に空

気清浄機やオゾン発生器、サーキュレータなどを設置している。防災対応については、法令を遵守し「防

災マニュアル」を作成し定期的に実施している。 

 

■課題 

施設・設備の設置、更新には中長期的な視点も必要であり、施設・施設の制約からカリキュラムや授

業形態を再検討すること、年度ごとに使途を変化させやすい汎用性の高い教室編成を考えること等に対

応する必要がある。 

  

■改善方策 

例年、施設や機材についての整備や設置は各学科・課等の部署の範疇で実施しているが、規模の大き

い更新、設置については、設備・設備に関する全学的協議機関で検討し対応している。 

 

■特記事項 

 特になし 
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基準７ 学生の募集と受入れ 

 

  評価 評価項目 

7-25 教育成果 4 学生募集活動において、教育成果は正確に伝えられているか 

7-26 適正な募集活動 4 学生募集活動は、適正に行われているか 

7-27 学納金 4 学納金は妥当なものとなっているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

「教育の尚美」を標榜する本学の説明の核は、教育とその実績であり、学校案内書、公式ウェブサイ

トをはじめ、さまざまな場面でカリキュラム、シラバス、教員、施設・設備、デビュー・就職実績、就

職率、活躍する卒業生等の紹介を行っている。さらに、学びの集大成である卒業公演、コンサート、ラ

イブ等の一部は、学科ライブやオープンキャンパスなどで一般に公開しており、教育成果を発表する場

として定着している。また、エンタテインメントプロデュース部門についても音楽情報冊子の制作をお

こなったり、外部イベントでのＰＡ・照明などの舞台裏を務めたりと、尚美の分野の幅広さもアピール

している。 

法令および公益社団法人東京都専修学校各種学校協会が定めたルールを尊重し遵守して学生募集活動

をしており、表現は教育機関に相応しい品位を保ち、紛らわしいもの、誤解を招きかねないものは厳し

く避けている。 

具体的な活動としては、大規模な広告・PR での校名認知向上よりも、保護者も含めた対面の場での説

明で学校教育及び分野の理解を深めてもらう方法に重きをおいている。対面の場として最も重要なもの

が、年間を通して開催しているオープンキャンパスであり、そこに誘導するための公式ウェブサイトや

SNS を重要ツールと考え、整備拡充、運用強化を進めている。新型コロナウイルス感染症対策としてオ

ンラインでの参加の機会も設け、対面とリモートの両面でアプローチをしており、遠方からの参加も容

易にしている。 

高等学校内等で開催される「進路ガイダンス」「進学説明会」は、初発の学校認知にもオープンキャン

パスへの誘導にも有効であり、本学の募集活動の柱のひとつとしている。 

全体として、本学の強み、規模、充てられる経費等のバランスが考慮された適正な学生募集活動が計

画され、着実に実行されている。 

 学納金においては、学校運営に必要な経費の適正な対応だけでなく、広く社会経済情勢を分析し、大

学を含む同分野他校との比較も行い、頻繁に値上げを行うことなく妥当な水準に設定している。 

 

■課題 

・新型コロナウイルス感染症に限らず、大規模な災害や経済状況の変化など、時代の流れに合わせて 

受験対象者にアピールできるよう、対策を準備しておく必要がある。 
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・昨年と一昨年のコロナ禍において主力である進路説明会が、ほとんど実施できず受験対象前の下級生 

へのアプローチが薄くなったため、募集に影響している。またオープンキャンパスも受験対象学年に 

絞って開催、来場者の人数制限をしたことも加え影響が出ている。 

 

■改善方策 

・オンラインでの説明会や SNS を使った相談の受付など既に実施中である。その他、広告メディアなど 

ツールの研究をさらに進める。 

・高校単位や個人単位での学校見学会も今年度からは徐々にではあるが開催出来ている。入学希望者、 

保護者、高校教諭などへ直接話せる機会が増えてきている。 

 

■特記事項 

留学生募集は、国際交流センターの職員が担当し、問い合わせ対応、学校説明、資料送付、各種手続

支援などの他、留学生受入れの適正化のための業務を行っている。 
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基準８ 財 務 

 

  評価 評価項目 

8-28 財務基盤 3 学校及び法人運営の中長期的な財務基盤は安定しているか 

学校及び法人運営にかかる主要な財務数値に関する財務分析を行っ

ているか 

8-29 予算・収支計画 4 教育目標との整合性を図り、単年度予算、中期計画を策定している

か 

予算・収支計画は有効かつ妥当なものとなっているか 

8-30 監査 4 財務について会計監査が適正に行われているか 

8-31 財務情報の公開 4 財務情報公開の体制整備はできているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

本学の主な収入は学生納付金収入であり、割合は例年 88～89％で推移している。本年度の学生納付金

収入は前年度より減少した。教育運営において依存度が高く、収益事業など他の収入で経営資源を確保す

るための計画を策定することが急務である。各年度の事業計画・予算は、複数回の審議を経て決定される。

令和 4（2022）年度予算において、資産額は 30 百万円を計上し、その年度の収入予定（入学予定者数）を

ふまえて予算を立案し、執行している。入学者の推移については把握し収入確保を目指して運営を行って

いる。 

 

※入学者推移根拠資料 文部科学省報告 学校調査票（過去 5年） 

年度 
入学者数 

新入生 編入生 合計 

2022 年度 561 21 582 

2021 年度 600 36 636 

2020 年度 684 36 720 

2019 年度 584 41 625 

2018 年度 548 34 582 

 

2022 年度は入学者数が減少したものの 2021 年度からの授業料等値上げにより、学費収入の減少を抑え

ることができた。予算時の収支に応じて機材や設備の更新計画を立てるので過大な設備投資は行わない。

負債は流動資産以下に抑えられている。2022 年度開校にあたり、前年度に引き続き感染症対策を続ける

ために予算化して執行した。収支の状況については自己評価を行い、コスト管理は毎年見直しを図り適切

に行っている。財務諸表は概ね適正と理事会で承認されており、学校法人全体の財政基盤の規模によって、



17 
 

総体としては、安定した基盤の上での経営が成立している。 

 予算編成に際しては教育目標、中期計画、事業計画を勘案して編成方針を示している。予算・収支計画

は実行稟議書及び報告書でシビアに運用されており、無責任な予算オーバーは皆無である。 

 監査については、監事による会計監査が行われている。監査報告書を作成し、監事が理事会・評議員会

で報告している。また、私学振興助成法に基づく外部監査法人による監査も受けている。 

 私立学校法に基づき、学園全体の事業報告書として財務情報をホームページで公開している。本学の財

務情報は規程の定めに則って手続を経て閲覧できるよう整備されている。 

 

■課題 

短期的には学生数の減少が続くと収支バランスをとることが困難になる。また財務基盤が縮小化す

る。学生募集の成否が学校経営の課題である。また、中長期的な教育運営方針と経営計画を策定し、教

職員に明示して、教学と経営の連携を図り、教育の質の維持と向上と経営の健全化を図ることが課題で

ある。 

 

■改善方策 

 安定した財務基盤を確立するため、運営上適正な学生数の継続的な確保。将来的な施設・設備の更

新、インフラの整備を行うに十分な財務状態を目指す。同時に人件費比率の低減などをはじめとした、

支出の削減を目指す。 

 

■特記事項 

 特になし  
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基準９ 法令等の遵守 

 

  評価 評価項目 

9-32 関係法令、設置基準等の

遵守 

4 法令、専修学校設置基準等の遵守と適正な運営がなされている

か 

9-33 個人情報保護 4 個人情報に関し、その保護のための対策がとられているか 

9-34 学校評価 3 自己評価の実施と問題点の改善に努めているか  

自己評価結果を公表しているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

 『学校法人尚美学園寄附行為』第３条に、教育基本法及び学校教育法に従い、学校教育を行うことを目

的とする、と規定しており、社会的信頼を得るべく学校運営の適正化を図るために、法令や専修学校設置

基準などを尊守し、学則変更の諸届や各種規程の整備・改訂などを適宜行っている。 

学内で個人情報保護規程を定めて、個人情報の収集などを取り扱っており、その保有する個人情報の利用

や大量の個人データの取扱いについても適切に運用している。本年よりウェブ出願も開始されたが委託

業者に取り扱わせる際も覚書等で保護の徹底を行っている。ウェブサイトの運用にあたっては様々な情

報漏えい等の防止策を講じている。具体例として、 

・ウェブサーバーの常時ＳＳＬ暗号化通信の実施 

・パスワード、アクセス制限等による保護 

・一般的にはアクセスできない場所へデータ保存 

・個人情報を取り扱いする職員を少人数にする 

・個人情報を取り扱いする職員のパソコンモニターの向き 

 

学生や保証人には入学者全員に提出を求めている「誓約書・同意書・保証書」において、本学の個人情

報の取扱いについて周知し、同意を得ている。 

学校評価については、自己点検・自己評価委員会を設置し毎年実施している。評価が偏らぬ様、複数の委

員（オブザーバー含む）で構成され、適宜委員の入替えも行っている。公表については 2017 年度分から

ウェブサイトで公開している。2020 年度から学校関係者評価を行っており、議事録を公式ウェブサイト

上で公開している。 

 

■課題 

個人情報の取り扱いは法律及び文部科学省のガイドラインに基づき適正に行っているが、教職員・学生

ともに個人情報保護に関する啓発及び教育は十分とは言えない。 
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■改善方策 

個人情報保護法の改正に合わせて資料を作成し啓発と教育を行う。 

 

■特記事項 

 特になし 
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基準１０ 社会貢献・地域貢献 

 

 
評価 評価項目 

10-36 社会貢献・地域貢献 4 学校の教育資源を活用した社会貢献・地域貢献を行ってい

るか 

10-37 ボランティア活動 3 生徒のボランティア活動を奨励し、支援しているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

 文京区本郷に位置する学校として、自治体はもとより、町内会・自治会、商店街、この地域の企業など

との関わりを大切にし、本学の建学の理念、教育目的に相応しい方法で地域社会への貢献を試みている。 

また、近隣の住宅地の見回り活動も教職員全員で定期的に取り組んでいる。 

本学発の企画ではなくは学外からの依頼がほとんどではあるが、学務・学生支援部演奏担当や各学科等

を窓口として演奏や、芝居、ダンスなどのパフォーマンス等を地域へ提供している。 

 ここ数年はコロナ禍のため学外案件も少なく、また本学としても学生や教職員の安全確保のため対応

しにくいケースもあり低調であった。今年度からは徐々にではあるが、演奏、パフォーマンス依頼案件の

開催が戻り、音響スタッフ派遣のボランティア、文京区青少年プラザ（b-lab）などで中・高校生向けの

音楽講座など新しいものも出てきている。また各専門分野の楽器講師の派遣は特に高い評価を受けてお

り、繰り返しの依頼を受けている。 

 

■課題 

演奏、歌唱、パフォーマンスの提供を依頼されるといった形式のものがほとんどで、学校、学生の側か

ら地域貢献を企図したものがほとんどない。また、社会貢献、地域貢献とはいえ、本学学生の本分から大

きく外れる内容、条件のもの、例えば、度々の授業の欠席を強いられるもの等は受けにくい場合がある。

学生に負担を強いるのではなく、学生の学びを深め、広げるような社会貢献・地域貢献のあり方が求めら

れている。 

 

■改善方策 

近隣の再開発事業により新たな商業施設等も整備されてきており、地域に根ざした新たな貢献を検討

する機会が増えてくるものと思われる。地域社会への貢献は、引き続き本学と本学学生に相応しい内容、

方法、形式で進めたいが、演奏やパフォーマンス以外での方法も含め、本学からの提案を検討していく必

要がある。地域の要望、ニーズを捉える機会を増やすため、コミュニケーションの場を増やすべくさらに

地域と連携していきたい。 

 

■特記事項 

 特になし  
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基準１１ 国際交流 

 

  評価 評価項目 

11-38 留学生の受入れ 3 留学生の受入れ・派遣について戦略を持って国際交流を行って

いるか 

 受入れ・派遣、在籍管理等において適切な手続き等がとられて

いるか 

 
学習成果が国内外で評価される取組を行っているか 

 
学内で適切な体制が整備されているか 

評価：適切…4、ほぼ適切…3、やや不適切…2、不適切…1 

 

■現状 

 アジア諸国を中心に９カ国の国と地域から留学生を受け入れており、国別では中国、韓国、台湾が全体

の８割を占める。また、入国規制緩和により、海外から直接本学への入学を希望する外国人留学生が急増

することを見込み、オンラインでの入学相談及びオープンキャンパス参加及び受験時に必要な短期滞在

ビザの発給が円滑に行われるよう、外国人留学生受け入れ支援を実施している。さらに日本在住留学生対

象の進学説明会への参加、オープンキャンパスの開催、全国の日本語学校への学校案内送付、留学生向け

雑誌等の各種メディアへの広告掲載等を行っている。 

入学選考においては十分な日本語能力を必須とし、独自の選考基準（面談・筆記試験）も設けている。

また、日本語学校在籍の留学生はコロナ禍による遠隔授業での学習が大半を占める場合が多く、従来の在

籍期間での日本語習熟度と比較すると日本語能力が不足している留学生が見受けられるため、志望学科

とのマッチング、入学後の授業理解度に影響が出ないよう出願前での面談等で重点的に説明・確認を行っ

ている。さらに留学生を対象とした奨学制度も整備している。 

在籍、出欠席の管理は厳格に行っており、問題がある場合は学科、担任への報告と共に留学生に対し相

談・アドバイスを行い、状況により本国の家族、保証人に適宜報告し当該留学生への指導・支援を要請し

ている。 

 授業における作品や製作物、修得した実技の力量などを披露する場として、オープンキャンパスや学科

ライブなどの学内のイベントに加えて、評価の場として学外の大会、コンテスト、オーディションなどへ

のエントリーの促進、また検定試験を授業の一環に組み込むなど、評価のみならず就職や卒業後の活動に

繋がるような、取り組みを積極的に行っている。 

体制としては、留学生支援の専門部署として国際交流センターを設置し、入学、ビザ、奨学金などの手

続支援を行い、担任教員と連携して学習・生活全般を支援する体制を整えている。また、学歴や資格を求

める留学生にも対応するため、本学の４年制学科や同一法人が運営する大学への３年次編入学の推薦制

度を整備するなどの内部の連携も行っている。 
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■課題 

・担任と国際交流センターとの情報共有、協働のシステムは改善しつつあるが、まだ十分であるとはいえ

ない。 

・多国籍化に伴い、海外からの来客や保護者連絡時の通訳、文書の翻訳など、一部に教職員では対応でき

ず在学する留学生をアルバイトとして使用せざるを得ないケースがある。 

・学生の授業時間、練習時間は早朝から夜間の長時間にわたるが、国際交流センター職員の勤務時間をこ

れに合致させることが難しい。 

・在留、就労が目的であると思われる入学希望者が少数ではあるが毎年一定数存在し、入学後に学業不振

等による留年・退学する事例が発生しているが、これらを入学選考時に峻別することは容易でない。 

・留学生の多様化およびコロナ禍での行動制限の影響も加わり、メンタル面で問題を抱えたまま入学す

る留学生が増加傾向にあり、在学中に病状が悪化し学業不振、引きこもり等が発生し、それに伴う学籍

および留学生としての在留資格の維持に支障をきたす例が少なからず見られる。他の疾病と異なり医療

機関での対処的な治療が困難な場合があり、学内の学生支援部署による支援・対応では解決困難なケー

スも発生している。 

・コロナ禍の影響もあり日本での就職を希望する留学生が在学中に内定をもらえず、卒業後も就職活動を

行っている留学生が増加している。 

 

■改善方策 

・留学生の在籍数、出身国、使用言語等の状況に合わせて、外国語や留学生支援・指導の経験・スキル

をもった教職員を適切に配置できるような検討を継続している。 

・メンタル面での問題を早期に把握・解決出来るよう担任及び学内関係部署との迅速な情報共有の強

化、授業等での負担軽減策の検討及び早期に留学生取扱いに精通している医療機関での治療を促すと

同時に休学（帰国）等、本人の意向に合わせた対応を行う。 

・留学生の進路選択及び進路指導についての知識と情報を早い時期から提供する機会を設ける必要があ

るため、留学生及び留学生担当教員向けの進路説明会を実施している。 

・留学適性や修学に著しい支障を来す事情がないかを確認するため、オープンキャンパス参加した留学

生には、学科教員と国際交流センター職員が連携して修学環境及び健康状態に関する確認面談を行っ

ている。 

・各期末に留学生に対してアンケート調査を行い生活相談、進路相談の機会を提供している。 

・卒業年次留学生を対象とした在留資格に関するガイダンス実施している。 

 

■特記事項 

 特になし 
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■学校の理念・教育目標 

 

１． 教育理念 

本学の教育の特徴は、業界第一線で活躍する講師陣による高いレベルの専門技術教育である。 

そして、授業やレッスンで磨いた技術によって、数々の業界レベルの質の高いステージや作品を

創り上げることである。 

この教師と学生が一体となって汗と涙でつくり上げる“感動体験”の積み重ねにより、人間の成

長に大切な影響を与えるであろう「コミュニケーション能力」や「人を信じる力」、そして「生き

ていく力強さ」が育まれる。 

 本学では、「智と愛」（美を尊び（尚美）、高い教養（全人教育）の叡『智』と慈『愛』の思いや

りの心を育む）の建学精神の下、以下のアドミッションポリシー、カリキュラムポリシー、ディプ

ロマポリシーを掲げ学校運営にあたっている。 

   

アドミッションポリシー 

アドミッションポリシーは、入学者の受け入れ方針です。学校の特色や教育方針などに基づき、

求める学生像をまとめたもので、本学では以下の 4項目を示しています。 

1．本学の教育内容や教育体制を理解し、入学を強く希望する方 

2．将来、音楽・エンタテインメント業界での活躍を目標に持ち、それらに必要な知識や専門技 

術の学習・習得に意欲的な方 

3．コミュニケーション能力が高く、困難遭遇時もあきらめずに努力を続け、学業成就の意欲を 

強く抱く方 

4．高等学校卒業までに習得すべき学力・能力 

 ・専門科目を理解するために必要な基礎学力を有している方 

・主体的に学ぶために必要となる論理的な思考力を有している方 

・多様な人々と協働し問題意識を共有する能力を有している方 

 

カリキュラムポリシー 

これは、教育課程の編成や授業科目の内容および教育方法について基本的な考え方を示したもの

です。本学ではこれを以下の「3つの教育ポリシー」として提示し、指導にあたっています。教師

と学生との厳しくも人間味のある触れ合いの中で、学生の成長をしっかりとサポートします。 

 

「３つの教育ポリシー」 

1．パーソナル教育（個人教育） 

一対一で進められる個人レッスンなどを中心に、クラスや集団の指導においても、学生個々 

の性向や目標を尊重し、将来活動に繋がる「人間力（個性）」を育成する。 
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2．実践教育 

実体験により「専門力」を磨き、業界が求める知識、技能、経験、資格に応える「社会力」 

を育成する。 

3．コラボレーション教育 

所属学科や学年の枠を超えた活動を通じ、コミュニケーション能力をはじめ企画・制作、 

プロモーション、マネージメントなど自らの仕事や生き方を生み出す「創造力」を育成する。 

 

ディプロマポリシー 

 本学の専門士・高度専門士の称号付与の方針です。本学の教育方針および人材育成像に見合った

能力を身につけ、各学科の卒業に必要な単位を取得した者に専門士、または高度専門士の称号を付

与します。 

□教 育 方 針： 誠実な人間・豊かな教養・有為な音楽人の養成 

□人材育成像：「伝統と改革」を旨とし、業界直結型の人材育成を行い、自ら考え、行動できる 

精鋭の人材育成 

 

 

２． 教育推進目標 

前項で掲げた「３つの教育ポリシー」推進のため、具体的な取り組みである６つの「教育推進目

標」を定め、それぞれの学科にてカリキュラム、システムに落とし込み、教育活動を行っている。 

2022 年度は、各学科の特性特徴にあわせた取り組み内容、項目について具体的な検討を進める。 

 

①物事の真理を捉える為に必要な理論に基づいた基本教育の徹底 

（理論＝基本の習得）→ （業界＝現状の認識）→ （応用＝将来への展望） 

②メディア・情報ツールの活用によるセルフプロモーション能力や、将来の活動の 

ための応用力の育成。 

③著作権教育を推進し、知的創造と制作に関わるマネージメント力の育成。 

④学科・部門を越えたコラボレーション活動の推進により、多様な専門性を持つ者 

同士の協働実体験による企画・制作・プロモーション・マネージメント能力の育成。 

⑤各専攻の専門性にふさわしいレベルでの楽譜の理解や音楽力を身につけ、就業に 

活用できる能力を育成 

⑥コミュニケーション能力と社会力の獲得とあわせて、グローバルな感性と視点の育成 
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■2022 年度の重点目標と達成計画 

 

学校として、健全かつ安定的な経営をめざす。 

 

１．学校運営 

長期に見た 18 歳人口の減少への対応、教育改革世代への対応、令和５年問題への対応、定員、

定員充足率などの修学支援の新制度の成果数値への対応は、選ばれる教育機関としての運営を行い

つつ遅れることなく実施していかなければならない。本学の分野を目指す人材と（コロナ禍で変化

した）社会で求められる人材育成像を本学が繋ぐことを学校存在の意義として運営にあたり、かつ

安定的な経営をめざす。 

①組織・人事の機能性を高め、迅速かつ徹底した意思疎通と対応を行う 

②コンパクトな組織運営により運営の効率化を図り、部署間の連携を行う 

③施設・設備の長期修繕計画の策定準備を行い、本学の 100 周年を目途として計画立案をする。 

④教育諸活動に関する情報収集と調査分析を学校の現況把握とリソースの確認を行いつつ進め、

次代の準備を行う。 

⑤教育環境を学生の視点で検討し改善する。 

⑥業務効率に留意し、業務の目的に基づく複眼思考をもって運営にあたる 

 

２．学生募集の強靭化を行う 

学校の健全な経営のためには学生数の確保が必須である。音楽で生きていくことを目指す若者

が、安心して入学を目指すことのできる学校であることを広く知らしめることが募集活動の目的で

あり、そのための施策としてまた入学後に齟齬がないようにオープンキャンパスなどへの参加に導

いて入学に結び付けるための方策を組み合わせて行う。そのための入口施策として、高校訪問、メ

ディアの活用、進路媒体の利用などのほか、情報を欲しているターゲットへの対策としてＷＥＢや

学科別・学科対応催事への施策や、オンライン相談の拡充、大学との情報交換など活用可能な方策

を取る。また学校選びに受験希望者が注力できるよう入学選考や手続きのハードルを低くして利便

性を図る工夫をさらにすすめる。本学の学生募集に於ける最大の武器は、「教育力の高さ」であ

り、この教育力と学生募集が表裏一体のものとなることが教育機関としてのあるべき姿である。本

学の充実した教育による成果を明確に可視化し、それによる本学の優位性をターゲットに告知する

ことと、また本学分野への進路のきっかけとなった機会への種まきは直接の募集結果には結びつか

ないが今後の学生募集の強靭化として必須と考え対応を継続する。 
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①教育実績の積重ねとその成果が学校評価であり、その可視化による他校との差別化を進める 

②卒業生アンケートなどから本学の教育を点検し各種数値化を進め正確な情報を発信する準備 

をする 

③学校理解を募集の軸としＡＯ入学での早期の入学者を獲得する 

④オープンキャンパス参加者の歩留まり向上のための学科別施策の工夫をする 

⑤広報・入学相談課と学科との強い連携による学科の特性を生かした効果的な募集施策に取組む 

⑥広報・入学相談課による計画的な各科のＷＥＢによる情報発信の取り組みを行う 

⑦学校規模にあわせた費用対効果の新施策（戦略と戦術）の構築をすすめる 

 

３．収支の改善 

人件費比率の抑制、教育運営・募集運営・学校運営の効果と効率の向上、収入増の工夫、を行い

収支の改善をさらに進める。また組織の若返りを継続し経験値を持つ人材は後進の指導にあたり運

営力のバトンタッチとその運営能力の維持を行う。収益事業なども開始し収入改善策を取り学校の

体力の維持を図る。 

 

①効率的な授業等運営と施設等の有効活用 

②前年度収支ベース０%の各部署の予算計画 

③施設・設備・機材の更新計画の策定 

④教育設備の修繕・更新計画に基づく計画的修繕の実施 

⑤収益事業などの新事業準備 

⑥1割以上の部門共通科目の検討 

⑦有料選択科目の実施 ほか 
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■2022 年度の重点目標達成についての自己評価 

 

コロナ 2019 禍の 2022 年度は、新株と新入生を中心に GW 前後に若干の影響があったが、防疫対

応の組織的な練度の向上にて比較的安定して教育をスタートすることが出来た。教育運営上も対応

の緩急やすでに身に付けた教育手法の選択肢の追加にてコロナ禍の過去２年間より安定して運営に

取り組むことが出来たが、順調であったが故に夏の新株の影響での実習上の防疫対応の強化から、

１年生を中心に一部モチベーションに影響した学科があった。秋学期以降年度末に向けては教育成

果確認としての催事も観客数の制限などはあるが実施することが出来教育運営上望むべき成果や反

省点の確認が平時のようにできたことは当たり前だが感慨深い。教育成果がすべてに関わる専修学

校の運営として以前とは異なるがあらためてスタートラインに立つことが出来た。 

 

1.学校運営 

高等教育の修学支援新制度の機関要件、教育改革、新学習指導要領、GIGA スクールへの対応を急

ぐ年として教育を行いつつ大きく準備を進めた年度となった。数値化の公表については従来の情報

公開以外に、２.の項の卒業生アンケートの実施状況も網羅して行い、昨年度の点検項目で出た掲

載したい見栄えの良い数字だけを載せているのではないかとの指摘にも対応し、新学校パンフレッ

トや WEB での公表準備を整えた。教育インフラの準備としての WiFi 化も年度内に終了し、次年度

以降は運用の準備と教育手法の開発など実習を中心とした本学の特性にあわせた準備を行う予定。

また高等教育機関の社会人育成の観点である「総合知」の専門学校版として、卒業時の分野の質の

保証として独自の「SHOBI スタンダード」の 43 項目を整備し、全ての学科の特性を加味した内容を

作りあげ、カリキュラムポリシーの教育推進項目として取り組む準備を終えた。また今後の国の学

び直しやリスキリング対応として、まず本学学生への独自の資格認定制度や受講証の発行に向けた

態勢を整えた。 

 

2.学生募集の強靭化 

 コロナ 2019 の影響は本学分野を目指す志望者特に高校生に出ていると考える。専門学校とし

て、教育成果をもって募集につなげる動きは（現在の募集対象には特に）十分ではないこと、高校

として、分野の学びの機会が減っていることと進路研究（オープンキャンパスなどへの参加）のス

ケジュールや指導が平時より少なくなっていること、大学の推薦入試などへの対応とスケジュール

が混線していること、高校生の部活や文化にリアルに触れる機会が半減していること、など分野で

の学び方やその先の生き方などが希薄な状態が組み合わせさり、オープンキャンパス参加者の訴求

点と実施内容のずれの解消が出来なかった。令和５年問題などの対応を行いつつも直接の募集年度
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でない層への接触機会を増やして積極的に分野の学びができる施策を行うことと、学内での部署の

連携を強めよりオープンキャンパス参加者の訴求点こたえられるようにすること、などが反省点と

してあがった。幸いに「教育の成果」を確認することのできた年度であったことから、このことも

含め募集への対応を行っていく。 

 

3.収支の改善 

2022 年 4 月は入学者数が減少して若干定員数を切ったことから予定の目標を達成するために注力

する年とした。特筆すべきことは固定費でも光熱費に関しては予想以上の支出増となり、教育と防

疫対応に影響が出ないように強い省エネ策を打ったが、電気代に対して補助は受けられず、最終的

には 30％近い支出増となり、今後も懸念を残した。学校運営では単年度で改善できる対応は少な

く、予定の組織の若返りや日々の効率化に関しては実施を続け、あわせて少し先を見据えての収支

改善の策などを定め、それに従って準備をしているが、コロナ禍で行なえていない収益事業などを

今後の課題としている。 

 

 


